













































































































































































































































































































9月17日 9 月23日 9 月24日
Ｂ
Ａ
「売る」
の撤回
「売る」
の撤回
「買う」 「買う」
「売る」
の撤回
「売る」
の撤回
「『売る』
の撤回
の延着」
（遅滞の
ない通知）
Ｂ
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
100
流経法学　第18巻 第 1号
第528条
第529条
⑴　ある行為をした者に一定の報酬を与える旨を広告した者すなわち懸賞
広告者をＡ，以上の行為をした者をＢとする。篠塚昭次・注釈民法⑵債
権150頁を参照した。篠塚・前掲によれば，「行方不明になった飼犬を発
見して通報してくれた方に10万円の謝礼をします」というような新聞広
告が，懸賞広告である。以上の広告を「申込み」と見れば，不明の犬を
発見して通報することが「承諾」である。以上の学説が，契約説である。
他方，広告を，広告条件に合致した行為をした者に謝礼金を与える意思
表示と見れば，以上の懸賞広告は，単独行為であるという学説がある。
以下，二つの学説を図解する。
申込みに変更を加えた承諾
　承諾者が，申込みに条件を付し，その他，
変更を加えて，これを承諾したときは，そ
の申込みの拒絶とともに新たな申込みをし
たものと見なす。
懸賞広告
⑴
　ある行為をした者に，一定の報酬を与える
旨を広告した者（以下この款において「懸賞
広告者」という。）は，その行為をした者に
たいして，その報酬を与える義務を負う。
民法の流れ図
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〔契約説〕
Ａ
　申込み
「飼犬を発見
したら10万円
の謝礼をする」
（ＢがＡの申込みを知っていたばあい）
（ＢがＡの申込みを知らなかったばあい）
　申込み
「飼犬を発見
したら10万円
の謝礼をする」
　 承諾
「発見した」
債務
債権
Ｂ
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
Ａ
　申込み
「飼犬を発見
したら10万円
の謝礼をする」
　申込み
「飼犬を発見
したら10万円
の謝礼をする」
「発見した」
ＢはＡの申込みを
知らなかった。
Ｂに，報酬の支払い
の債権は発生しない。
Ｂ
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
102
流経法学　第18巻 第 1号
〔単独行為説〕
Ａ
　広告
「飼犬を発見
したら10万円
の謝礼をする」
　広告
「飼犬を発見
したら10万円
の謝礼をする」
「発見した」
Ｂ
Ａ
Ｂ
ＢはＡの申込みを
知らなかった。
債務
債権
Ａ
Ｂ
民法の流れ図
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第530条
懸賞広告の撤回
　前条の場合において，懸賞広告者は，その
指定した行為を完了する者がない間は，前の
広告と同一の方法によって，その広告を撤回
することができる。ただし，その広告中に撤
回をしない旨を表示したときは，この限りで
ない。
　前項，本文に規定する方法によって撤回を
することができないばあいには，他の方法に
よって撤回をすることができる。このばあい
において，その撤回は，これを知った者にた
いしてのみ，その効力を有する。
①
②
③
　懸賞広告者が，その指定した行為をする
期間を定めたときは，その撤回をする権利
を放棄したものと推定する。
104
流経法学　第18巻 第 1号
第531条
懸賞広告の報酬を受ける権利
　広告に定めた行為をした者が数人あるとき
は，最初に，その行為をした者のみが報酬を
受ける権利を有する。
　数人が同時に前項の行為をしたばあいに
は，各自が等しい割合で報酬を受ける権利を
有する。ただし，報酬が，その性質上，分割
に適しないとき，または，広告において一人
のみが，これを受けるものとしたときは，抽
選で，これを受ける者を定める。
①
②
　前二項の規定は，広告中に，これと異な
る意思を表示したときは，適用しない。
③
民法の流れ図
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第532条
優等懸賞広告
　広告に定めた行為をした者が数人あるばあ
いにおいて，その優等者のみに報酬を与える
べきときは，その広告は，応募の期間を定め
たときに限り，その効力を有する。
　前項のばあいにおいて，応募者中いずれの
者の行為が優等であるかは，広告中に定めた
者が判定し，広告中に判定をする者を定めな
かったときは，懸賞広告者が判定する。
①
②
　応募者は，前項の判定にたいして異議を述
べることができない。
③
④
　前条，第 2項の規定は，数人の行為が同
等と判定されたばあいについて，準用する。
106
流経法学　第18巻 第 1号
第 2款　契約の効力
第533条
⑴　賃貸人（家主）をＡ，賃借人をＢとして，Ａ，Ｂが賃貸借契約をし
た後，契約を解約したばあい。Ｂには，敷金返還の債権があり，Ａに
は，建物の明渡しの請求権がある。以上の二つの権利について，Ａ，Ｂ
に，同時履行の抗弁権がある。以上のことについて，篠塚昭次・民法口
話 4，債権各論，24頁に以下の記述がある。「・・・家主〔Ａ〕側が所
有権に基づいて明渡請求権を抗弁権
4 4 4
として持っている間はですね，借家
人〔Ｂ〕側の〔敷金返還の〕債権も消滅時効にかからない扱いをすべき
ではないか，というのが抗弁権の永久性という理論なんです。」（傍点は
篠塚・〔　〕内は，筆者〔中山〕による）。以上のことを，つぎに図解す
る。
同時履行の抗弁権
⑴
　双務契約の当事者の一方は，相手方が，
その債務の履行を提供するまでは，自己の
債務の履行を拒むことができる。ただし，
相手方の債務が弁済期にないときは，この
限りでない。
民法の流れ図
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　以上の（ア）（イ）を総合して考えると，Ａは，建物の所有権にもとづ
いて，建物の明渡しを請求することができる。これに反し，Ｂは，敷金返
還の債権は，10年で消滅時効に，かかり，その後は，敷金を返してくれと
いう要求はできない。以上のことは，公平の原則に反するから，抗弁権の
永久性の理論によって，Ｂは敷金返還の債権そのものの行使ができる（篠
塚，前掲23頁以下を参照）。
賃貸借契約の
解約
（ア）Ｂのもつ敷金返還の債権は，
　　10年で，消滅時効に，かかる
　　（民法167条 1 項）。
（イ）Ａのもつ，建物の明渡しの請求権は，
　　Ａの建物の所有権にもとづくので，
　　消滅時効に，かからない。
債務債権
債権債務
所有権
「建物を
貸して」
「はい」
建物
所有権
　賃貸借契約
　民法601条
Ｂ
Ａ
Ｂ
Ａ
義務 義務
権利義務
権利（ア）債権
請求権
（イ）
債務
所有権
Ｂ
Ａ
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流経法学　第18巻 第 1号
第534条
債権者の危険負担
　特定物にかんする物権の設定または移転を
双務契約の目的としたばあいにおいて，その
物が債務者の責めに帰することができない事
由によって滅失し，または損傷したときは，
その滅失または損傷は，債権者の負担に帰す
る。
①
⑴
②
　不特定物にかんする契約については，第
401条，第 2項の規定により，その物が確
定した時から，前項の規定を適用する。
民法の流れ図
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⑴　売主Ａが，自己に所有権のある建物を，買主Ｂに売る売買契約をした。
契約成立の後，建物の引渡しの前，落雷のため建物が滅失したばあい。
「売る」
「買う」
占有権
建物
所有権
売買契約
Ａ
Ｂ
債権
債務
債務
債権
占有権
売主
＝建物の引渡しの債務者
買主
＝建物の引渡しの債権者
所有権
民法176条
による。
Ｂは，代金支払いの
債務を免れない。
すなわち，Ｂが危険を
負担する。
落雷のため
建物が滅失。
Ａは，建物の
引渡しの債務
を免れる。
Ａ
Ｂ
債務
債権
Ａ
Ｂ
110
流経法学　第18巻 第 1号
第535条
停止条件つき双務契約における危険負担
　前条の規定は，停止条件つき双務契約の目
的物が，条件の成否が未定である間に滅失し
た場合には，適用しない。
①
⑴
⑵
⑶
　停止条件つき双務契約の目的物が，債務者
の責めに帰することができない事由によって
損傷したときは，その損傷は，債権者の負担
に帰する。
②
③
　停止条件つき双務契約の目的物が，債務者
の責めに帰すべき事由によって損傷したばあ
いにおいて，条件が成就したときは，債権者
は，その選択にしたがい，契約の履行の請求
または解除権の行使をすることができる。こ
の場合においては，損害賠償の請求を妨げな
い。
民法の流れ図
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⑴　高梨公之・口語民法・新補訂 2版272頁を参照した。建物の所有者の
Ａが，Ｂとのあいだで，「Ｂが今年中に就職が決まったら，Ａの建物を
買う」という売買契約を結んだばあい。
「売る」
「今年中に
就職が決ま
ったら，
買う」
占有権
建物
所有権
停止条件つき
売買契約
Ａ
Ｂ
債権
債務
債務
債権
売主
＝建物の引渡し
の債務者　
（建物は滅失した。
代金もらえない）
買主
＝建物の引渡し
の債権者　
条件成否
未定。
（代金を支払わ
なくてよかった）
落雷のため
建物は滅失。
Ｂは年内に
就職が決まった。
すなわち，
停止条件が成就。
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
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流経法学　第18巻 第 1号
⑵　高梨公之・前掲272頁を参照した。建物の所有者のＡが，Ｂとのあい
だで，「Ｂが今年中に就職が決まったら，Ａの建物を買う」という売買
契約を結んだばあい。
「売る」
「今年中に
就職が決ま
ったら，
買う」
占有権
建物
所有権
所有権
占有権
損傷した
建物の所有権
は，停止条件
の成就により，
ＡからＢへ移転。
民法127条 1 項。
停止条件つき
売買契約
Ａ
Ｂ
債権
債務
債務
債権
売主
＝建物の引渡し
の債務者　
買主
＝建物の引渡し
の債権者　
条件成否
未定。
ＡがＢへ
建物を
引渡した。
落雷のため
建物が損傷。
Ｂは年内に
就職が決まった。
すなわち，
停止条件が成就。
（代金まるまる
もらえる）
Ａ
Ｂ
Ａ
債権
債務
債務
債権
債務
債権
Ａ
Ｂ Ｂ
民法の流れ図
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⑶　高梨公之・前掲272頁を参照した。建物の所有者のＡが，Ｂとのあい
だで，「Ｂが今年中に就職が決まったら，Ａの建物を買う」という売買
契約を結んだばあい。
「売る」
「今年中に
就職が決ま
ったら，
買う」
占有権 占有権
所有権
建物
所有権
停止条件つき
売買契約
Ａ
Ｂ
債権
債務
債務
債権
売主
＝建物の引渡し
の債務者　
買主
＝建物の引渡し
の債権者　
条件成否
未定。
Ａが建物を
引渡した。
Ｂが，代金を
支払った。
Ｂは解除権を
行使しなかった。
Ａの責めに
帰すべき
事由により
建物が損傷。
年内に，Ｂの
就職が決まった。
すなわち，
停止条件が成就。
Ａ
Ｂ
Ａ
権利
所有権
占有権
義務
債権
債務
Ａ
Ｂ Ｂ
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流経法学　第18巻 第 1号
第536条
債務者の危険負担など
⑵
⑴
　債権者の責めに帰すべき事由によって，
債務を履行することができなくなったとき
は，債務者は，反対給付を受ける権利を失
わない。この場合において，自己の債務を
免れたことによって利益を得たときは，こ
れを債権者に償還しなければならない。
　前二条に規定する場合を除き，当事者双方
の責めに帰することができない事由によって
債務を履行することができなくなったときは，
債務者は，反対給付を受ける権利を有しない。
①
②
民法の流れ図
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⑴　篠塚昭次・注釈民法⑵債権159頁を参照した。歌手Ａが，劇場主Ｂと，
歌を歌う，請負契約を締結した後で，当事者双方の責めに帰しえない事
由によって，電車の事故が起こり，Ａが劇場に行けなかったばあい。
Ａ
Ｂ
債権
債務
歌手
劇場主 債務関係
請負契約
債務
債権
（報酬を，もらえない）
「はい」
「歌を
歌って」
（報酬を支払わなくてよい）
電車の事故で
Ａが劇場へ
行けなかった。
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
116
流経法学　第18巻 第 1号
⑵　篠塚・前掲159頁を参照した。歌手Ａが，劇場主Ｂと，歌を歌う，請
負契約を締結した後で，劇場がＢの過失で焼失したときは，Ａは報酬の
支払いの債権を，もつ。
Ａ
Ｂ
債権
債務
歌手
劇場主 債務関係
Ｂの過失で
劇場が焼失。
Ａは，焼失した劇場に出演したばあいに必要であった
衣装代・交通費などは，支払い不要となったので，Ｂへ
償還しなければならない。
請負契約
債務
債権「はい」
「歌を
歌って」
Ａ
Ｂ
債務
債権
Ｂは，Ａに報酬を支払わ
なければならない。
債権
債務
Ａ
Ｂ
民法の流れ図
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第537条
第三者のためにする契約
　契約により，当事者の一方が，第三者にた
いして，ある給付をすることを約したときは，
その第三者は，債務者にたいして，直接に，
その給付を請求する権利を有する。
　前項のばあいにおいて，第三者の権利は，
その第三者が，債務者にたいして，同項の契
約の利益を享受する意思を表示した時に，発
生する。
①
②
⑴
118
流経法学　第18巻 第 1号
⑴　甲斐道太郎ほか・新民法概説⑵債権〔第 3版〕172頁以下を参照した。
Ａが自己に所有権がある建物を，Ｂに売る契約をして，Ｂが代金支払い
をＣにすることを，Ａ，Ｂ間で約したばあい。Ａが要約者，Ｂが諾約者，
Ｃが第三者である。
「建物を売る。
代金は，Ｃへ
支払って」
「買う」
占有権
占有権
建物
所有権
所有権
Ａ
Ｂ
債権
債務
債務
債権
要約者
要約者 第三者（受益者）
諾約者売買契約
諾約者
民法176条
により，所有権は
Ｂへ移転。
第三者Ｃが，Ｂに
たいし，契約の
利益を享受する
意思を表示した。
Ａ
Ｂ
Ｃ
債権
債務
債務 債務
債権 債権
Ａ
Ｂ
民法の流れ図
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第538条
第539条
第三者の権利の確定
　前条の規定により，第三者の権利が発生
した後は，当事者は，これを変更し，また
は消滅させることができない。
債務者の抗弁権
　債務者は，第537条，第 1項の契約にもと
づく抗弁をもって，その契約の利益を受け
る第三者に対抗することができる。
120
流経法学　第18巻 第 1号
第 3款　契約の解除
第540条
第541条
解除権の行使
　契約または法律の規定により，当事者の一
方が，解除権を有するときは，その解除は，
相手方にたいする意思表示によってする。
①
　前項の意思表示は，撤回することがで
きない。
②
履行遅滞などによる解除権
　当事者の一方が，その債務を履行しない
場合において，相手方が相当の期間を定め
て，その履行の催告をし，その期間内に履
行がないときは，相手方は，契約の解除を
することができる。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　高梨公之・口語民法・新補訂 2版275頁を参照した。動産の売主をＡ，
買主をＢとして，Ａに所有権のある動産について，売買契約をしたばあ
い。
「売る」
「100万円で
買う」
占有権
占有権
動産
所有権
売買契約
※たとえば「2日間以内に
　支払うように」と催告。
Ａ
Ｂ
債権
債務
債務
債権
所有権
代金引換えの約束
で動産を送付。Ｂは，
残代金
60万円
の支払い
を不履行。
Ａに催告権が発生。
Ａが催告。
しかし，
Ｂが不履行。
Ａに解除権
が発生。
ＡがＢへ解除。
ＢがＡへ動産
を返還。
ＡがＢへ
40万円を返還。
Ａ
Ｂ
債務
債権
義務
権利
Ａ
Ｂ
債務
債権
義務
権利
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
122
流経法学　第18巻 第 1号
第542条
定期行為の履行遅滞による解除権
⑴
　契約の性質または当事者の意思表示によ
り，特定の日時または一定の期間内に履行
をしなければ，契約をした目的を達するこ
とができない場合において，当事者の一方
が，履行をしないで，その時期を経過した
ときは，相手方は，前条の催告をすること
なく，ただちに，その契約の解除をするこ
とができる。
民法の流れ図
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⑴　甲斐道太郎ほか・新民法概説⑵債権〔第 3版〕181頁を参照した。本
条の契約を，定期行為という。前掲書によれば，「定期行為とは，契約
の性質上・・・・，特定の履行期に履行しなければ，契約の目的を達す
ることができないものである。」たとえば，料理店すなわち請負人Ａと，
注文者Ｂが，結婚式用に料理を作ることの請負契約をむすんだばあい。
Ａ
Ｂ
債権
債務
請負人（料理店）
注文者 債務関係
請負契約
民法632条
債務
債権「はい」
「結婚式用に
料理を作って」
Ａが履行遅滞。
すなわち，
結婚式の当日に，
料理が間に
合わなかった。
Ａ
Ｂ
Ｂが契約
を解除。債権
債務
債務 権利
債権 義務
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
124
流経法学　第18巻 第 1号
第543条
第544条
履行不能による解除権
　履行の全部または一部が，不能となった
ときは，債権者は，契約の解除をすること
ができる。ただし，その債務の不履行が，
債務者の責めに帰することができない事由
によるものであるときは，この限りでない。
解除権の不可分性
　当事者の一方が数人ある場合には，契約の
解除は，その全員から，または，その全員に
たいしてのみ，することができる。
①
②
　前項の場合において，解除権が，当事者
のうちの一人について消滅したときは，他
の者についても消滅する。
民法の流れ図
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第545条
解除の効果
解除権の行使は，損害賠償の請求を妨げない。
　当事者の一方が，その解除権を行使したと
きは，各当事者は，その相手方を原状に復さ
せる義務を負う。ただし，第三者の権利を害
することはできない。
①
⑴
⑵
　前項，本文の場合において，金銭を返還す
るときは，その受領の時から，利息を付さな
ければならない。
②
③
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⑴　甲斐道太郎ほか・新民法概説⑵債権・第 3版177頁および182頁以下を
参照した。解除の効果については，おもに，直接効果説と間接効果説が
ある。以下，二つの学説を図解する。たとえば，Ａが建物の所有者であ
り，自己の建物の売主，Ｂが買主として，売買契約をしたばあい。甲
斐道太郎ほか・前掲書177頁によると，直接効果説では「解除によって，
契約にもとづく債権関係はすべて遡及的に消滅する。」間接効果説では
「解除は債権関係そのものを消滅せしめるのでなく，ただその作用を阻
止するにとどまる。」
〔直接効果説〕
「売る」
「買う」
占有権
ＢはＡへ
代金を
支払った。
建物
所有権
所有権
売買契約
Ａは建物を
引渡さない。
すなわち
履行遅滞。
ＢがＡへ解除。
Ａの受領した
代金は，Ａの
不当利得。
建物の所有権は
Ａへ復帰する。
Ａ
Ｂ
債権
債務
Ａ
Ｂ
債権
債務
Ａ
Ｂ
民法の流れ図
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〔間接効果説〕
「売る」
「買う」
占有権
占有権
ＢはＡへ
代金を
支払った。
建物
所有権
所有権
売買契約
Ａは建物を
引渡さない。
すなわち
履行遅滞。
ＢがＡへ解除。
建物の所有権は
Ａへ復帰しない。
※「抗弁」は，建物の引渡しの履行を拒否すること。
Ａ
Ｂ
債権
債務
Ａ
Ｂ
債権債権
権利
債務
債務 債務
Ａ
Ｂ
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⑵　甲斐道太郎ほか・前掲書182頁以下を参照した。たとえば，Ａが建物
の所有者であり，自己の建物の売主，Ｂが買主として，売買契約をした
ばあい。Ｂが売買契約を解除する前に，Ｂから同じ建物を買った者Ｃを
第三者とする。
〔直接効果説〕
「売る」
「買う」
売買契約
占有権
ＢはＡへ
代金を
支払った。
左のように
ならないために。
建物
所有権
ＣはＢへ
代金を支払った。
ＡはＢへ建物を
引き渡さない。
すなわち
履行遅滞。
ＢがＡへ解除。
Ｂの所有権の綱が断ち切られて
Ｃへ結び替えられた。以下同様。
Ａ
Ｂ
債権
債務
「売る」 「買う」
Ａ
Ｂ Ｃ
民法545条 1 項ただし書き。
債権
債務
Ａ
Ｃ
Ａ
Ｃ
民法の流れ図
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〔間接効果説〕
「売る」
「買う」
売買契約
占有権
ＢはＡへ
代金を
支払った。
建物
所有権
ＣはＢへ
代金を支払った。
ＡはＢへ建物を
引き渡さない。
すなわち
履行遅滞。
ＢがＡへ解除。
Ａ
Ｂ
債権
債務
「売る」 「買う」
建物の
引渡し
Ａ
Ｂ Ｃ
Ｂの解除に遡及効を認めない。
民法545条 1 項だだし書き。
債権
債務
Ａ
Ｃ
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第546条
第547条
契約の解除と同時履行の抗弁権
　第533条（同時履行の抗弁権）の規定は，
前条の場合について準用する。
催告による解除権の消滅
　解除権の行使について，期間の定めがない
ときは，相手方は，解除権を有する者にたい
し，相当の期間を定めて，その期間内に解除
をするかどうかを確答すべき旨の催告をする
ことができる。この場合において，その期間
内に解除の通知を受けないときは，解除権は，
消滅する。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　Ａが建物の所有者であり，自己の建物の売主，Ｂが買主として，売買
契約をしたばあいに，契約を解除できる期間をあらかじめ決めなかった
とき。谷口知平・口語債権法・補訂 2版277頁を参照した。
「売る」
「買う」
占有権
ＢはＡへ
代金を
支払った。
Ａが建物を
引き渡さない。
すなわち
履行遅滞。
建物
占有権
所有権
所有権
売買契約
Ｂが相当の
期間を定めて
履行の催告をし，
その期間内に
Ａの履行がない。
Ｂに解除権が発生。
Ａに，Ｂが解除する
かどうかの催告権
が発生。
ＡはＢから
解除の通知を
受けなかった。
すなわち，Ｂの
解除権は消滅。
Ａ
Ｂ
債権
債務
Ａ
Ｂ
債権 権利 義務
債務 義務 権利
Ａ
Ｂ
債権
債務
Ａ
Ｂ
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第548条
解除権者の行為などによる解除権の消滅
　解除権を有する者が，自己の行為もしくは
過失によって，契約の目的物を著しく損傷し，
もしくは返還することができなくなったと
き，または加工もしくは改造によって，これ
を他の種類の物に変えたときは，解除権は，
消滅する。
①
②
　契約の目的物が，解除権を有する者の行
為または過失によらないで滅失し，または
損傷したときは，解除権は，消滅しない。
